
​プロモーションKPI分析管理事業企画提案競技実施要領​

​　この実施要領は、秋田県（以下「県」という。）が実施する「プロモーションKPI分析管理事​
​業業務」（以下「本業務」という。）に係る委託候補者を選定する企画提案競技に関し、必要​
​な事項を定めるものです。​

​１　業務内容​
​（１）​​業務名　　　　プロモーションKPI分析管理事業​
​（２）業務の仕様等　【資料２】仕様書のとおり​
​（３）履行期間　　　契約締結日から令和9年3月31日まで​
​（４）委託額の上限　4,891,000円（消費税及び地方消費税を含む）​

​２　実施スケジュール​
​（１）実施要領等の公開　　　　　　　　　 令和８年４月８日（水）​
​（２）実施要領等に関する質問の受付　　　 令和８年４月１０日（金）正午まで​
​（３）上記質問に対する回答（最終）　　　 令和８年４月１４日（火）​
​（４）参加資格確認申請書締め切り　　　　 令和８年４月１６日（木）正午まで​
​（５）参加資格の確認結果の通知　　　　　 令和８年４月１７日（金）​
​（６）参加資格が認められない理由の請求　 令和８年４月２０日（月）正午まで​
​（７）企画提案書提出締め切り　　　　　　 令和８年４月２４日（金）１７時まで​
​（８）企画提案競技開催　　　　　　　　 　令和８年５月８日（金）午前​
​（９）結果通知　　　　　　　　　　　　　 令和８年５月上旬予定​
​（10）契約締結　　　　　　　　　　　　　 令和８年５月中旬予定​

​３　参加資格に関する事項​
​　本業務に関する企画提案競技に参加できる者は、下記に掲げる参加資格要件（以下「参加資​
​格」という。）の全てを満たす者で、秋田県知事から参加資格の確認を受けたものとします。​
​（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者​
​（２）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しく​
​　　は再生手続開始の申立がされている者（同法第33条第１項に規定する再生手続開始の決定​
​　　を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の​
​　　申立てをしている者若しくは更生手続き開始の申立てがされている者（同法第41条第１項​
​　　に規定する更生手続き開始の決定を受けた者を除く。）に該当しない者​
​（３）企画提案競技参加資格確認申請書の提出日において、県からの受注業務に関し、指名停​
​　　止の措置を受けていない者​
​（４）秋田県暴力団排除条例（平成23年秋田県条例第29号）第２条に規定する暴力団員又は暴​
​　　力団と密接な関係を有する者に該当しない者​
​（５）共同企業体（以下「ＪＶ」という。）での参加の場合、代表者は（１）～（４）の全て​
​　　を満たすこと。 構成員については（２）～（４）の条件を満たす者で構成されること。 な​
​　　お、ＪＶの構成員である者は、単独で本企画提案競技への参加はできません​
​（６）過去3年以内に、官公庁または民間企業において、BIツール（Looker Studio等）を用い　​



​　たダッシュボード構築、または広告データ分析支援業務の受託実績を有すること。​
​（７）本業務を円滑に遂行するための強固なプロジェクト管理体制を有し、県との緊密な連携​
​　　が可能であること。​

​４　手続き等に関する事項​
​（１）問合せ・各種書類提出先 　　　​
​　　　〒０１０－８５７２　秋田県秋田市山王三丁目１－１​
​　　　秋田県観光文化スポーツ部観光戦略課インバウンド・クルーズ誘客推進室​
​　　　（秋田県庁第二庁舎１階）​
​　　　電　話：０１８－８６０－２２６５​
​　　　ＦＡＸ：０１８－８６０－３８６８​
​　　　メールアドレス：Kanko@pref.akita.lg.jp​

​（２）実施要領等に関する質問の受付 　　　​
​　　実施要領等に関する質問は、「【様式１】実施要領等に関する質問票」により受け付けま​
​　す。​
​　（ア）受付期間：２実施スケジュールのとおり​
​　（イ）受付場所：４の（１）のとおり​
​　（ウ）提出方法：電子メールに限ります​
​　（エ）回答方法：質問及び回答内容を「美の国あきたネット」の「電子入札・入札・コン　​
​　　　　ペ」－「コンペ情報」に掲載します​

​（３）参加資格の確認 　　　​
​　　参加者は、下記の参加資格確認申請書類を提出期限までに（１）に原則電子メール（PDF​
​　形式のデータ）で提出してください。（押印不要）​
​　（ア）参加資格確認申請書類​
​　　【様式２】企画提案競技参加資格確認申請書​
​　　【様式３】会社概要（様式中の同項目が全て記載された会社パンフレット等既存の資料に​
​　　　　　　　代えることができます）​
​　　【様式４】事業委託共同体結成届（ＪＶ参加の場合のみ）​
​　（イ）提出期限：２実施スケジュールのとおりです。 提出後、申請書への追加及び変更は認​
​　　　　めません。​
​　（ウ）期限までに提出しない者又は企画提案競技参加資格が認められなかった者は、企画提​
​　　　　案競技に参加することができないものとします。​
​　（エ）参加資格の確認は、提出期限の日をもって行います。​
​　（オ）参加資格の確認結果については、２の実施スケジュールにある期日に、電子メールに​
​　　　　より通知します。​
​　（カ）参加意思確認申請書類に虚偽記載があった場合は、参加資格を取り消します。​

​（４）参加資格の喪失 　　　​
​　　参加者は、参加資格確認後に、参加資格の要件に該当しなくなったときは、参加資格を失​
​　うものとします。 また、都合により辞退する場合には、【様式５】企画提案競技参加辞退届​
​　を提出してください。​



​（５）参加資格が認められなかった者に対する説明 　　　​
​　（ア）参加資格確認の結果、参加資格が認められなかった者は、県に対し、書面（様式任​
​　　　　意）によりその理由の説明を求めることができます。​
​　　 ・提出期限：２実施スケジュールのとおり​
​　　 ・提出場所：４の（１）​
​　　 ・提出方法　電子メールのみ​
​　（イ）書面を受理したときから７日以内に、説明を求めた者に対して、書面でその理由を説​
​　　　　明します。​

​（６）企画提案書の作成及び提出 　　​​　​
​　　企画提案書は、次により提出してください。​
​　（ア）企画提案書は、【資料２】仕様書を熟読し作成願います。​
​　（イ）企画提案書のサイズ等は、原則としてＡ４判、横書きで、枚数は１５ページ以内（表​
​　　　　紙・裏表紙除く）とします。 （ページ番号を付してください。） 　　　​
​　（ウ）応募者は、別紙「仕様書」の内容を十分に理解した上で、以下の項目について具体的​
​　　　　かつ実現性の高い提案を記述すること。​
​　​​①業務実施方針・手法​
​　・本業務の背景と目的（認知拡大から行動推計までの可視化）に対する基本的な考え方を記​
​　　述すること 。​
​　・現状の課題（Web・SNS以外のデータ不足等）をどのように解消し、県全体のプロモー　​
​　　ション最適化を図るかの方針を明記すること 。​
​　② データ分析基盤および算出ロジックの提案​
​　・分析ロジック：媒体ごとに異なる各種広告KPIの実績値を統合し、広告の実施によって秋田​
​　　県の認知度や来訪者増加にどの程度成果を上げたかを推計するための具体的かつ実現可能​
​　　な計算式や手法（独自の係数設定等）を提示すること 。​
​　・システム構成： API連携媒体の範囲、更新頻度、およびオフラインデータの統合方法（手​
​　　動連携フロー）について具体的に記述すること 。​
​　③ 画面設計（UI/UX）および拡張性の提案​
​　・県職員が日常的に利用することを想定したダッシュボードの画面構成案（案）を提示する​
​　　こと 。​
​　・将来的なデータ追加（宿泊データやOTA連携等）や、分析対象の拡大に対応できるシステ​
​　　ム上の柔軟性について記述すること 。​
​　④ 県職員への技術継承および自立運用支援（内製化支援）​
​　・マニュアル・教育： 専門知識のない職員でも操作・分析できるようになるための「操作説​
​　　明マニュアル」の内容案および「活用セミナー・ワークショップ」の具体的カリキュラム​
​　　を提示すること 。​
​　・伴走支援： 令和9年度からの自立運用を見据え、受託期間中にどのようなステップで技術​
​　　移転（OJTやリアルタイムサポート等）を行うかを明記すること 。​
​　⑤実施体制および工程管理​
​　・本業務に従事するスタッフの役割分担、類似業務の実績、およびトラブル発生時のサポー​
​　　ト体制を記述すること 。​
​　・契約締結から完了報告までの詳細なスケジュール（工程表）を提示すること 。​​　​



​　⑥ 令和９年度以降の保守・運用・管理の考え方​
​　・仕様書４（５）に定める「保守サービス」および「運用・維持・管理費」について、令和9​
​　　年度以降に想定される具体的なサポート体制や、ランニングコストを最適化（抑制）する​
​　　ための工夫等を記述すること 。​
​　⑦実施体制と実績​
​　・類似のデータ分析基盤構築の実績、およびプロジェクトの実施体制とスケジュール。​
​　（ア)  提出できる企画提案は１案までとします。​
​　（イ）企画提案の内容を実施するための費用とその詳細な積算内訳を明らかにした見積書​
​　　　（秋田県知事　鈴木　健太　宛）を、会社所在地、商号又は名称、代表者職氏名を記入​
​　　　　作成してください。 また、下部に事業責任者、担当者、電話番号及びメールアドレス​
​　　　　を記入してください。 （押印不要）​
​　（ウ）提出期限及び方法は次のとおりです。 提出期限：２の実施スケジュールのとおり 提出​
​　　　　方法：電子メールのみ（PDF形式のデータを基本とする） 資料については添付せず大​
​　　　　容量ファイル転送サービスを利用して送ってください。​
​　（エ）提出期限までに提出しない者は、辞退したものとみなします。​
​　（オ）一度提出した企画提案書等は、これを書換え、引換え若しくは追加、又は撤回するこ​
​　　　　とができません。​

​（７）企画提案の無効 　　　​
​　次のいずれかに該当する企画提案は、無効とします。​
​　（ア）民法（明治29年法律第89号）第９０条（公序良俗違反）、第９３条（心裡留保）、第​
​　　　　９４条（虚偽表示）又は第９５条（錯誤）に該当する提案​
​　（イ）誤字、脱字等により必要事項が確認できない提案​
​　（ウ）その他、企画提案競技に関する条件に違反した提案​

​５　委託候補者の選定方法等に関する事項​
​（１）委託候補者の選定方法 　　　​
​　　県が別に定める委員により構成される企画提案競技審査委員会は、原則として提案者によ​
​　るプレゼンテーション方式（１５分程度を予定）で行います。 なお、企画提案の実施に要す​
​　る費用の総額が委託額を上回った場合は、審査の対象とはならないものとします。​
​　・日時　令和8年5月８日（金）（参加資格の確認結果通知と合わせて通知します。  ） 　　​
​　・場所　オンライン（Google meetで実施する）​
​（２）審査 　　　​
​　（ア）参加者から提出があった企画提案書をもとにプレゼンテーションをしていただき、審​
​　　　査員の採点及び協議により選出された第１順位者を委託候補者として選定します。 審査​
​　　　の結果は、２の実施スケジュールのとおりに各参加者にメール等により通知します。​
​　（イ）審査員は審査票に基づいて採点し、協議します。​
​　（ウ）第１順位の委託候補者と、提案内容および見積金額をベースに詳細な仕様調整の協議​
​　　　を行い、合意に達した上で委託契約を締結します。​
​　（エ）前項の協議において、県予算や事業目的の観点から、企画提案書に記載された仕様の​
​　　　一部変更や、それに伴う見積金額の調整（減額等）を求める場合があります。​
​　（オ）第１順位の委託候補者と仕様や金額等の協議が整わず契約を締結しないときは、次点​



​　　　の者と交渉を行います。​
​　（カ）参加者多数により、プレゼンテーションの実施が困難な場合等には、企画提案書によ​
​　　　る一次審査の実施、または書類審査のみとする場合があります。 その場合は、「２​
​　　（８）企画提案競技開催」の日程の変更等について、参加予定者へ電話・メール等により​
​　　　連絡します。​

​６　契約に関する事項​
​（１）契約保証金について 　　　​
​　（ア）本業務の受託者は、秋田県財務規則（昭和39年秋田県規則第4号）第１７７条第１項​
​　　　の規定により、契約保証金を支払っていただきます。 ただし、秋田県財務規則第１７８​
​　　　条の規定に該当する場合は、契約保証金を免除します。​
​　（イ）受託者が支払った契約保証金は、秋田県財務規則第１７９条の規定により還付しま​
​　　　す。​
​（２）企画提案書等の関係 　　　​
​　　企画提案書等に記載された事項は、【資料２】仕様書と合わせ、契約時の仕様書として扱​
​　うものとします。 ただし、本業務目的達成のために修正すべき事項がある場合には、県と委​
​　託候補者との協議により契約段階において内容を追加、変更又は削除を行うことができるも​
​　のとします。​

​７　公正な企画競技の確保​
​（１）参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等​
​　　に抵触する行為を行ってはなりません。​
​（２）参加者は、企画提案にあたっては、競争を制限する目的で他の参加者と参加意思及び提​
​　　案内容について、いかなる相談も行ってはならず、独自に企画提案書等を作成しなければ​
​　　なりません。​
​（３）参加者は、委託候補者の選定前に、他の参加者に対して企画提案書等を意図的に開示し​
​　　てはなりません。​
​（４）参加者が連合し、又は不穏な行動等をなす場合において、企画提案競技を公正に執行す​
​　　ることができないと認められるときは、当該参加者を企画提案競技に参加させず、又は企​
​　　画提案競技の執行を延期し、若しくは取りやめることがあります。​

​８　その他​
​（１）企画提案及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に​
​　　限ります。​
​（２）提出書類の取扱い 　　　​
​　（ア）参加者が県に提出した書類（以下「提出書類」という。 ）に含まれる著作物の著作権​
​　　　は、参加者に帰属します。​
​　（イ）提案書等、参加者が提出した提出書類は返却しません。​
​（３）提案内容に含まれる特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象​
​　　となっているものを使用した結果生じた責任は、参加者に負担していただきます。​
​（４）企画提案等作成に関する一切の経費は、提案者の負担でお願いします。​


